


（別添４）
暴力団等の排除に関する誓約書
  □　私
　□　当社      
は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１　契約の相手方として不適当な者
 (1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
 (3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
 (4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
 (5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
 (1)　暴力的な要求行為を行う者
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
 (4)　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
 (5)　その他前各号に準ずる行為を行う者
　
　　支出負担行為担当官
  　こども家庭庁長官官房参事官　殿
　　　　　　　　　　　　　       令和　　年　　月　　日
              　　　　　　　　　 　　住所（又は所在地）
             　　　　　　　　　　　  社名及び代表者名　　　　 　　　　　　　　

  ※　添付書類：役員等名簿
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（別添４：別紙）

役 員 等 名 簿

法人（個人）名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	役職名
	（フリガナ）
	生年月日
	性別
	住所

	
	氏名
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	

	　
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	Ｔ
　Ｓ　　　　　年　　　月　　　日
　Ｈ
	男
・
女
	　

	
	　
	
	
	



（注）法人の場合、本様式には、登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。
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	令和　年　月　日

	こども家庭庁長官　殿
	
	
	

	
	
	所在地
	


	
	
	会社名
	


	
	
	職・代表者名
	




[bookmark: _Hlk221010244]「こどもとともに成長する企業」構想推進事業費補助金への応募について
（企業、業界団体コース）

標記について、関係書類を添えて応募します。

１　補助事業の選定等に係る次の書類
(1)　事業実施計画書（別紙２）
(2)　所要額内訳書（別紙３）
(3)　事業実施スケジュール表（別紙４：任意様式でも可とする）
(4)　人件費の積算根拠（申請者の内部規程等）
(5)　実施体制図、スキーム図

２　申請者の概要等に係る次の書類（コンソーシアムの場合は、構成団体それぞれの書類について添付すること。但し、覚書はコンソーシアム全体で１通のみ。）
(1)　会社概要（会社パンフレット等）
(2)　登記事項証明書
　(3)　事業実績（類似事業の実績：実施年度、事業名、事業概要、発注者等）
　(4)　暴力団等の排除に関する誓約書（別添４及び同別紙） 
(5) （コンソーシアムの場合）共同して応募、また採択の場合は共同して
事業実施する旨、及び代表企業について定めた覚書

３　申請者の財務状況に係る次の書類（コンソーシアムの場合は、構成団体それぞれの書類について提出すること。）  
　　　直近１年分の財務諸表
　






担当者連絡先
　部署名　：
　責任者名：
　担当者名：
　ＴＥＬ　：
　E－mail ：











別紙２

[bookmark: _Hlk233816726]補助事業実施計画書（企業、業界団体コース）

	①　事　業　名
	「こどもとともに成長する企業」構想推進事業

	②  応 募 形 式
	選択番号
	一.取組支援事業者が、他の企業のＣＣＢ取組を促す形式支援対象企業等がCCB取組の導入を促進するための、仕組みの構築や伴走支援等により、ＣＣＢ取組の普及を図る。
二.取組支援事業者が、他の企業と協働してCCB取組を拡大する形式外部の複数企業や関係主体と連携しそれぞれの資源や機能を活用しながら、支援対象企業等におけるCCB取組の実装・拡大を図る。
三.取組支援事業者のグループ企業又は関連会社においてCCB取組を展開する形式グループ企業又は関連会社を支援対象企業等として、グループ内での横展開や標準化等により、継続的かつ面的なCCB取組の拡大を図る。

	
	
	

	③　実 施 業 務
	選択番号
	①こどもまんなか取組が評価されるための環境整備

②誰もが活躍・納得できるキャリアを考え、歩める社内環境の構築

③困窮家庭のこどもの食事を支援するスキームの構築・拡大

	
	
	

	④　国庫補助所要額
	　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　円

	⑤　事業計画（本事業計画については別紙にて提出することも可能）
➢　本補助事業と自社の経営戦略等との関係性
※　本事業の実施がもたらす効果・成果と、自社の経営戦略や目指す社会像等の方向性が、共通理解をもっているか、について記載してください。
　
➢　履行体制等
※　実施責任者略歴、担当者数等及び実施者の業務内容
※　支援対象として想定される企業等について、具体的に記載してください。
また、外注、委託（コンソーシアム）を予定しているのであれば
その内容を記載してください。
※　履行体制について、少なくとも、別添１の「採択要件」のうち
「事業推進体制」を満たすと考える理由について、具体的に記載してください。
　　※　具体的な「実施体制図」（補助事業実施フローが分かるもの）、
及び当紙で選択した応募形式に基づき、事業内容の連関や、社外の連携先との
関係性等を図示した「スキーム図」を、それぞれ別添資料として提出ください。

➢　実施方法
※　公募要領「２．業務要件」の「（１）実施する主な業務」のうち、
　　当紙②で選択した業務、及び２．（１）④・⑤の業務について、
具体的な実施方法及び内容を記載の上、補助事業の目的をどのように
達成するか記載してください。
　 ※記載した実施方法が、少なくとも、別添１の「採択要件」のうち
「事業の適合性」を満たすと考える理由について、具体的に記載してください。
　　　また、別添１の「採択要件」のうち、「加点要件」各項目の中に当てはまる
　　　内容があると考える場合には、その理由についても具体的に記載してください。

➢　本補助事業を実施することの効果
※　本事業を実施した場合、期待される効果等を記載してください。
※　本事業年度終了後についても、波及効果が持続的に続き、
また応募団体として引き続きCCB取組の横展開等に関し主体的に取り組んで
いくための工夫を具体的に記載してください。（事業趣旨理解の観点）


[bookmark: _Hlk233816768]
別紙３
所要額内訳書

１　国庫補助所要額
	総支出予定額
(A)
	寄附金その他の収入等
(B)
	差引所要額
（C=A-B)
	国庫所要額
(D)(単位：千円)

	円
	円
	　　円
	千円



２　総支出予定額の内訳
	事業者名
	経費区分
	支出予定額
	積算内訳

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	小計（a）
	
	

	
	小計（b）
	
	（コンソーシアム形式の場合のみ、構成各者の内訳が分かるように記載すること）

	合　計( A )   a+b=A
	円
	



３　寄附金その他の収入等の内訳
	区分
	収入等予定額
	積算内訳

	寄附金
	円
	

	その他
	円
	

	合　計(B)
	円
	



※　国庫補助所要額（D）は、Cの金額から千円未満切り捨てた金額を記入すること。
　※　取組支援事業者の改革に係る経費については、交付金額の１割に収まる範囲とすること。　
　　　上記経費を計上する際は、その相当金額を明記すること。
[bookmark: _Hlk233817511][bookmark: _Hlk233817484]別紙４（任意様式でも可とする。）
事業実施スケジュール表（年間）


	
	９月
	10月
	11月
	12月

	事
業
実
施
内
容
	
	
	
	



	
	１月
	２月
	３月

	事
業
実
施
内
容
	
	
	










